
スポーツ関連産業（〇〇×スポーツ）の拡大 沖縄県における地域課題の解決

スポーツ×他産業×沖縄の地域資源（気候・施設・文化・食・立地など）で

新しいビジネスモデル*を構築する
＊新しいビジネスモデルとは

① ゼロ→イチの新たなビジネスモデル
② 既存モデルの機能強化（付加価値向上による収益アップ）
③ 既存モデル同士の組み合わせによる新たな価値提供

スポーツアイランド沖縄の形成

１．事業コンセプト ー事業のゴール
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「スポーツアイランド沖縄」とは？ こんな状態・・・

スポーツアイランド沖縄の形成

１．事業コンセプト ースポーツアイランド沖縄とは？

県民が健康長寿であるために

生涯を通して
スポーツを楽しめる

国内外で活躍する

トップアスリートを
輩出する

日本の南端のスポーツ交流拠点として

年間を通した
スポーツコンベンション

が開催される

地理的優位性、温暖な気候、独自の文化など×スポーツで

地域・経済の活性化につながる取り組みが全県的に行われている

＋
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1．早期自走化 2．実行力 3．産業の拡がり

２．採択事業（者）の前提条件

以下の３つの条件を満たしていること。

次年度以降の自走化に
向けた収益プランが明確

事業者は既存事業に加えて、補助対象
となる新規事業を実施することに対し、

必要なマンパワーを割け
る環境＆次年度以降、
事業支出で賄える

明確な収益プラン 適材適所の人員

自社の収益性の向上のみならず、

沖縄県全体に経済的また
は社会的波及効果をもた
らすモデル

県全体への波及効果

収益プラン例：
• 市場動向を的確にとらえた受益者負担の

プラン
• ターゲットが明確で説得性のある企業協

賛プラン
• 地域のニーズに沿った地域負担型プラン

など
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たとえば、こんなビジネスモデル

スポーツ×ものづくり スポーツ×観光

スポーツ×ヘルスケア スポーツ×IT

スポーツ×教育

● 県産素材を活用したスポーツアパレル
● 特産品（食）を活用したスポーツ/ヘル

スケア商品の開発
● 沖縄に親和性の高いスポーツ、例えば

空手やマリンスポーツのギア開発

● 地域資源（自然環境等）を活用した
新たなスポーツツーリズム開発

● スポーツキャンプ・合宿における消
費単価向上のためのプログラムの開
発

● 働き世代の運動実施率向上につながる
ヘルスケアアプリの開発

● スポーツチームを活用した認知症予防
のプログラム

● スポーツ再生医療など富裕層向けサー
ビスの開発

● アプリやウェアラブルデバイスを活
用した離島居住者のフィットネスソ
リューション

● IoTを活用したプロスポーツの観戦体
験の向上

● 習い事ビジネスとして受益者負担で成立するスポーツ×学習（英語・ライフスキルなど付加価値）
事業

３．事業モデル ー想定される事業モデル
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など

など

など

など

など

公募サイトに掲載している参考資料などもご参照ください。
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イベント・ワークショップ
が主目的

自社で本来やるべき
事業内容が主目的

次年度以降の収益化が
見通せない

• スクールのPRのために著名
人を呼んでスポーツ教室と
体験会を無償/安価で実施

• マイナースポーツの普及の
ための大会を、参加者を招
聘（渡航費補助など）して
実施

• 既存サービスのためのWEBの
リニューアル

• 既存顧客の満足度向上のた
めの備品買い替え（トレー
ニング機器の購入など）

• スクールコーチ増員のため
の資格取得補助

• 市場価格ニーズが不明確な
BtoCサービス

• スポンサー協賛のみに頼る
イベント

• ターゲットが絞り込めてい
ない、自治体予算のみをあ
てにした事業

？

たとえば、こんなビジネスモデルは対象外

前提条件① 早期自走化が困難
前提条件③ 産業の拡がりに乏しい

前提条件① 早期自走化が困難
前提条件③ 産業の拡がりに乏しい

前提条件① 早期自走化が困難

３．事業モデル ー対象外の事業モデル
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４．募集内容

事業期間

交付決定日(令和8年8月中旬頃)～令和9年1月31日
※事業完了日は原則に対応できるよう準備し、ビジネスモデルの内容に
よっては多少前後があり得ます。

補助額等

事業期間
事業開始 ： 交付決定日（令和９年８月中旬 ※予定）
事業完了 ： 令和９年１月３１日（原則）

補 助 率 ３分の２

補助上限額
(補助金カテゴリー)

育成枠 ： ５,０００千円
成長枠 ： １０,０００千円

補助件数
育成枠・成長枠併せて４件程度
※予算の範囲内で、件数が増加することがあります。



7

４．募集内容

カテゴリーについて

カテゴリー 支援担当 補助金上限 採択数（目安）

育成枠 経営アドバイザー
※主に経営指導、経理
サポート

500万円 1～2社 程度

成長枠 スポーツビジネス
アドバイザー
※主にスポーツ産業におけるアドバイ
ス、マッチング

1,000万円 2～3社 程度

①応募は、育成枠（補助金上限額５,０００千円）と成長枠（補助金上限額１０,０００千円）のどちらか
１つになります。両方への応募は認められません。

※応募にあたっては、申請する事業がどちらのカテゴリーに該当するか、別添のチェックリストを活用して
決定してください。

②一次審査通過後、事務局により申請カテゴリーの変更を提案する場合があります。
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４．募集内容

※ 営業所を県内に設置している場合（沖縄県での本店・支店の登記がない場合）は、登記簿謄本に加え、
営業所設置の際、沖縄県税事務所に提出した事業開始等届出書（控え）を提出すること。

※共同企業体で応募する者は共同企業体協定書を提出すること。

応募資格

⑴ 沖縄県内に事業所を有する法人、大学であること。
又は、代表事業者が沖縄県内に事業所を有する法人である共同企業体
(役割や費用の分担等が協定書等により定められているものに限る)であること。

⑵ 主要な工程及び補助終了後の事業展開を、沖縄県内で実施すること。
⑶ 同一の事業又は内容で、国、公共団体、又はそれに準ずる公的補助制度による補助（委託事業を含む）を受けていないこと。
⑷ 本補助金に係る経理その他の事務について、的確な管理体制及び処理能力を有すること。
⑸ 本補助金の進捗状況の報告や毎月の成果を報告できること。
⑹ 本補助金の活用により、成果及び波及性が見込まれること。
⑺ 採択された場合、事業者名、ビジネスモデルの内容などを、一般（新聞、ホームページ等）に公表することがあるので、
これに同意すること。

⑻ 補助終了後の動向や波及効果等について、フォローアップ評価（追跡調査）を行うことがあるので、これに協力すること。
⑼ 本補助金は、財源に沖縄振興特別推進交付金（国庫補助金）を活用しており、国の会計検査院による会計検査の対象となる
ため、検査が行われる際は関係法令等に基づき協力すること。

⑽ その他、関係法令及び補助金交付要綱等を遵守すること。

個人事業主、県内に事業所のない企業のみによる申請は認められません
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５．補助対象経費

補助対象経費

経費区分 補助対象経費 内容

人件費 職員人件費 補助事業に従事する者の直接作業時間に対する給料その他手当及び法定福利費の
補助事業者負担分。ただし、福利厚生に係る諸手当、賞与、時間外手当、役員報酬は除く

事務補助員賃金 補助事業に従事する事務補助員等に対する賃金

事業費 賃金 事業実施に必要な一時的なアルバイト等に要する賃金

旅費 事業実施に必要な出張又は専門家等招聘に要する経費

備品購入費 事業実施に必要な物品（形状及び性質をかえることなく比較的長期間の使用又は保存に耐え得るも
ので一品の取得価格が２万円以上（消費税込み）のもの）の購入に要する経費

需用費 事業実施に必要な消耗品費、燃料費、印刷製本費等であって、当該事業のために使用
されることが確認できる経費

役務費 事業実施に必要な広告宣伝費、保険料、デザイン料、通信運搬
費、原稿料等に要する経費

委託料 事業実施に必要な業務のうち、補助事業者が直接実施することができないもの
又は適当でないものについて、他の事業者に行わせるために必要な経費

使用料及び賃借料 事業実施に必要な会場使用料、駐車場使用料、機械設備等の使用料等に要する経費

報償費 外部専門家等に対する謝礼金や事業協力等に対する謝礼として支払われる経費

その他補助事業に
必要な経費

事業実施に必要な経費であって、他のいずれの区分にも属さないもの。当該事業の
ために使用されることが特定、確認できるもの

※詳細は応募要領参照のこと

人件費と備品購入費の合計が補助対象経費の 50％を上回ることは出来ません。
イベントやシンポジウム等の開催費用の合計が補助対象経費の 50％を上回ることは出来ません。
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６．採択までのスケジュール

5/13
（水）

10:00～

6/3（水） 6/10
（水）

17:00

6/18
（木）

7/6
（月）

質問受付期間

結
果
通
知

7/1
（水）

WEBエントリー期間

二次審査資料準備期間

公募説明会の参加または
アーカイブ動画の視聴は必須です

エ
ン
ト
リ
ー
開
始

質
問
受
付
開
始

質
問
締
切

エ
ン
ト
リ
ー
締
切

一
次
選
考
結
果
通
知

二
次
審
査
用
提
出
書
類
締
切

二
次
選
考
（
プ
レ
ゼ
ン
）

選
定
委
員
会
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７．採択後のスケジュール

7/中旬 7/13～17 1/31
（日）

2/中旬 3/上旬

ハンズオン支援・進捗確認（隔週オンラインにてミーティング）

事
業
精
算

8/中旬 12/中旬

採
択
通
知

交
付
決
定
に
向
け
た
打
合
せ

交
付
決
定
・
事
業
開
始

中
間
検
査

事
業
終
了

精
算
報
告
書
提
出

（
積
算
書
・
帳
簿
・
証
憑
類
提
出
）

事
業
実
施
報
告
書
提
出

事
業
実
施
報
告
会

（
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
）
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８．WEBエントリーの流れ

①公募専用ホームページから
WEBエントリーフォームにアクセス

②フォームの質問項目に回答 ③収支予算書欄から「収支予算書.xls」
をダウンロードして記入

③収支予算書、任意書類
を事務局にメール送付

④フォームのすべてに
入力及びチェックをし「送信」

送付先：island@onespo-okinawa.com
件名：【ABC商事㈱「令和8年度スポーツ
アイランド沖縄形成補助金」収支予算書
等送付】

※補助金の対象とした事業に関する資料が
ある場合は、併せて送付してください。

エントリー完了

収支予算書及び決算書の送付を
してからフォーム「送信」を

してください。
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９．二次審査用追加提出書類について

※詳細は応募要領参照のこと

No. 項目 詳細 共同企業体 備考

1 企画提案書 今年度の取り組み内容詳細
将来計画（売上/営業利益）、
執行体制など

ー 事務局が提供するフォーマット（ppt）に記
入。WEBエントリーの内容に追加して記入

2 収支予算書 積算根拠資料 ー 人件費計算表
工数表
事業費/委託費の見積書など
※WEBエントリー時に提出した予算書を加筆
/修正

3 決算書 ２期分 全事業者分 WEBエントリー時に提出済みの1期分を除く直
近２期分

4 県税納税証明書 法人事業税・法人県民税 全事業者分 ※３か月以内

5 国税納税証明書 法人税 全事業者分 ※３か月以内

6 登記簿謄本
（履歴事項全部証明書）

全事業者分 ※営業所を県内に設置している場合（沖縄県
での本店・支店の登記がない場合）は、登記
簿謄本に加え、営業所設置の際、沖縄県税事
務所に提出した事業開始等届出書（控え）を
提出すること。※３か月以内

7 定款 全事業者分

8 共同企業体協定書 ※共同企業体の場合のみ ー

二次審査提出書類

二次審査用資料準備期間である6/19（金）～7/1（水）での準備が必要です。
事務局がサポートしますが、迅速な対応をお願いいたします。



補助率：２/３
上限：育成枠500万円

成長枠1,000万円
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１０．まとめ

スポーツ×他産業×沖縄の地域資源（気候・施設・文化・食・立地など）で

新しいビジネスモデル*を構築する

1．早期自走化 2．実行力 3．産業の拡がり

３つの前提条件を兼ね備えた事業（者）が

スポーツアイランド沖縄の形成

アドバイザーによる

ハンズオン支援

ぜひ、WEBエントリーをお願いします！
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